
豊田市区長会事業補助金交付要綱 

 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、豊田市補助金等交付規則（昭和４５年規則第３４号）に

定めるもののほか、区長会事業に対する補助金の交付に関し、必要な事項を

定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

（１）豊田市区長会 本市の自治区の区長によって構成された組織をいう。 

（２）区長会事業 住民自治の確立、市政への協力及び地域づくり・人づくり

を目的として豊田市区長会（以下「区長会」という。）が行う事業をいう。 

（補助金の交付目的） 

第３条 この補助金は、区長会事業に要する費用の一部を補助することにより、

当該区長会事業の円滑な推進を図ることを目的とする。 

（補助事業者） 

第４条 補助金の交付対象者は、区長会とする。 

（補助対象事業） 

第５条 補助金の交付対象となる事業は、区長会事業とする。 

（補助対象経費） 

第６条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、区

長会事業に要する経費のうち、次に掲げる費用とする。 

（１）自治区運営の手引、区長名簿等の作成に要する費用 

（２）自治区への加入を促進するためのリーフレット等の作成に要する費用 

（３）区長会運営にかかる連絡・回覧等のデジタル化に要する費用 

（４）その他市長が必要と認める費用   

（補助金額） 

第７条 補助金の額は、補助対象経費の合計額とし、当該合計額に千円未満の

端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、補助金の額は、１年度につき１９０万円を限度

とする。 

（交付の申請） 

第８条 区長会は、補助金の交付の申請をしようとするときは、区長会事業補

助金交付申請書（様式第１号。以下「交付申請書」という。）に事業計画書兼

予算書を添えて、市長に提出しなければならない。 

（交付の決定） 

第９条 市長は、前条の規定により補助金の交付の申請があったときは、その

内容を審査し、補助金の交付を適当と認めたときは、予算の範囲内において

交付の決定をするものとする。 



２ 市長は、前項の規定により補助金の交付を決定したときは、区長会事業補

助金交付決定通知書（様式第２号）により、区長会に通知しなければならな

い。 

３ 前項の通知は、交付申請書の提出があった日から起算して３０日以内に行

わなければならない。 

（概算払） 

第１０条 市長は、前条の規定により決定した補助金を概算払により交付する

ものとする。 

（実績報告） 

第１１条 区長会は、区長会事業が完了（廃止及び中止を含む。以下「完了

等」という。）したときは、完了等の日から起算して３０日を経過する日又は

翌年度の４月１０日のいずれか早い期日までに、区長会事業実績報告書（様

式第３号。以下「実績報告書」という。）により、市長に報告しなければなら

ない。 

２ 前項の場合において、報告の内容が区長会事業の完了であるときは、実績

報告書に次に掲げる書類を添付しなければならない。 

（１）事業報告書 

（２）会計決算書 

（額の確定通知） 

第１２条 市長は、前条の規定による報告があったときは、実績報告書の内容

を審査し、適当であると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、区

長会事業補助金確定通知書（様式第４号）により区長会に通知するものとす

る。 

（補助金の返還） 

第１３条 市長は、区長会が次の各号のいずれかに該当するときは、既に交付

した補助金の全部又は一部を返還させることができる。 

（１）補助金を交付の目的以外に使用したとき。 

（２）区長会事業を廃止し、又は中止したとき。 

（３）実績報告における補助対象経費の合計額が概算払の額に満たないとき。 

（委任） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 （要綱の失効） 

２ この要綱は、令和１０年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日

以前にこの要綱の規定に基づき既になされた交付申請に係る補助金の交付に

関しては、同日以後も、なおその効力を有する。 

 



   附 則 

 この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 

 

沿革  昭和５４年４月１日要綱施行 

昭和５４年～ 限度額 １０万円 

昭和５８年～ 限度額 ３０万円 

昭和６２年～ 限度額 ４０万円 

平成 ６年～ 限度額 ３８万円 

平成 ８年～ 限度額 ３７万円 

平成１３年～ 限度額１５０万円 

平成１６年～ 限度額１００万円 

平成２４年～ 限度額 ７０万円 

令和３年   押印廃止 

令和７年   様式改正 

令和８年   限度額１９０万円 

 



様式第１号（第８条関係） 
 

年  月  日 
 

豊田市長 様 
（取扱い／       ） 

（申 請 者）所 在 地  

名   称  

代表者氏名  
 
 
 

    年度 区長会事業補助金交付申請書 
 
 

年度 に おい て 区長 会事 業 を実 施 した いの で 、豊 田 市補 助金 等 交付
規則第４条の規定により、次のとおり申請します。 

 

補助金交付申請額 金            円 

区 長 会 事 業 の 
目 的 、 内 容 等 

   

   

   

   

   

   

 
添付書類 事業計画書兼予算書（豊田市区長会総会資料等） 



様式第２号（第９条関係） 
 

豊  発 第    号 
 

（申 請 者）名   称 
代表者氏名       様 

 
 

    年度 区長会事業補助金交付決定通知書 
 

年  月   日付 けで 申 請の あ りま した     年度 区長 会 事業
補助金につき まし て、豊田市補 助金 等交付規則第 ５条 の規定により 、次 のと
おり交付することを決定しましたので通知します。 

 
年  月  日 

 
豊田市長         □印 

 
 

補 助 金 の 額 金            円 

 
注意 次のい ずれ かに該当する とき は、補助金の 全部 又は一部を返 還し てい

ただくことがあります。 
１ 補助金を交付の目的以外に使用したとき。 
２ 区長会事業を廃止し、又は中止したとき。 
３ 実 績報告 にお ける補 助対象 経費 の合計 額が概 算払 の額に 満たな いと

き。 
 



様式第３号（第１１条関係） 
 

年  月  日 
 

豊田市長 様 
（取扱い／       ） 

（報 告 者）所 在 地  

名   称  

代表者氏名  
 
 
 

    年度 区長会事業実績報告書 
 
 

年   月   日付 け豊   発 第    号 で 補助 金 の交 付決 定 を受
けました    年度区長会事業を□完了（□廃止 □中止）しましたので、
豊田市補助金等交付規則第１０条の規定により次のとおり報告します。 

 

事業の実績及び効果 
 

（廃止又は中止の 
場合はその理由） 

   

   

   

   

   

   

 
記入上の注意 □のところは、該当するものにレ印を付してください。 
添付書類（区長会事業を完了した場合のみ） 

１ 事業報告書 
２ 会計決算書 

 



様式第４号（第１２条関係） 
 

豊  発 第    号 
 

（申 請 者）名   称 
代表者氏名       様 

 
 
 

    年度 区長会事業補助金確定通知書 
 
 

年  月  日付 けで 実 績報 告 のあ りま し た    年度 区 長会
事業に係る補 助金 につきまして 、豊 田市補助金等 交付 規則第１１条 の規 定に
より、次のとおり額を確定しましたので、通知します。 

 
 
 

年  月  日 
 
 

豊田市長         □印 
 
 

補 助 金 確 定 額 金            円 

 
 


